137V1D-2　付属証明書

エコマーク商品類型No.137「建築製品（外装・外構工事関係用資材）Version1」
付属証明書
【分類Ｄ-2　～木材・プラスチックデッキ再生複合材～】
本付属証明書は、エコマーク商品類型No.137「建築製品（外装・外構工事関係用資材）Version1」のエコマーク使用申込を行う際に、「エコマーク商品認定・使用申込書」とともに提出して下さい。
	申込日：
	
	年
	
	月
	
	日

	申込ブランド名
	

	申込者
	（会社名）



	＜付属証明書の作成方法＞
1．申込製品に関する必要事項を「記入欄」に記載して下さい。

※「記入欄」に網かけがある「項目」は記入不要です。
2．「添付証明書」欄の各証明書をご用意下さい。各証明書は、本付属証明書と併せてエコマーク商品認定・使用申込時に提出して下さい。
3．「添付証明書」に網かけのある「項目」は、添付証明書の提出は不要です。
※ 各証明書の作成は（記入例）を参照して下さい。
4．「添付証明書」の作成は「添付証明書の発行者」欄を確認して下さい。


	項目
	記入欄／添付資料　※該当する事項をチェックして下さい

	エコマーク表示（予定）の媒体について記載下さい。
※原則として製品、包装、取扱説明書、商品説明書（パンフレットなど）等にエコマークを表示すること
	表示媒体：□製品　／ □包装　／□取扱説明書
□商品説明書(カタログ・リーフレット)　／　□Web 

□その他【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

	エコマーク表示予定設計図
エコマークの表示方法はエコマーク使用の手引を参照下さい。
	表示予定設計図の提出（書式自由・原稿）
*様式2の｢エコマーク表示見本｣の画像をご活用下さい
エコマーク認定番号または使用契約者名の表示（両方を表示することも可）
[image: image1.png]




	エコマークを表示しない（予定）場合はその理由を右欄に記載下さい。
	【表示無しの理由】


	項目
	記入欄

（該当する事項をチェックして下さい）
	添付証明書
	添付証明書の

発行者

	製品を開発した会社
	　□他社／□自社

※他社開発製品の場合は右記証明書をご提出下さい。
	記入表137-1
	申込承諾者

	他社において既に認定を受けている商品を別ブランドとして申込む場合
	ブランド名以外の変更が　 □ある／□ない

（該当する事項をチェックして下さい）

※変更がなければ、以下の項目の証明は不要です
	エコマーク商品認定　審査結果通知書の写し

既認定型式と本申込　　製品の型式との対応表
	申込者


分類Ｄ-2　～木材・プラスチック再生複合材～
	項目
	記入欄

	商品区分
	■「木材・プラスチック再生複合材」JIS　A5741に該当する製品、およびこれを用いたエクステリアデッキ材、ルーバーなどの建築製品


「4．認定の基準と証明方法」を満たすために必要な証明書類
4-1．環境に関する基準と証明方法
	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の発行者

	4-1.(1)(2)
製品に使用する再生材料と使用割合
	
	記入表137-2
	申込者または製造事業者

	
	
	記入表137-3

木材原料供給事業者一覧表(原料供給事業者が10社以上の場合)
	申込者または製造事業者

	
	
	記入表137-4
原料供給証明書
	原料供給事業者

	4-1.(3)

土壌汚染対策法施行規則による有害物質(溶出)

	［製品の有害物質の溶出］

· 溶出試験(別表四)に適合／□不適合

※木材については不要です

※「再生材料以外の材料」については当該物質を含有しないことの証明でも可（右記②）
【参考 別表四の基準値】（単位:　mg/L以下）
	①土壌汚染対策法施行規則（環境省令第29号　別表四）に適合していることの製品の溶出試験結果
（カドミウム、鉛、六価クロム、ヒ素、水銀、セレン）

または

②当該物質を含有しないことの証明
	①第三者試験機関または申込者など

②含有が無いことの証明については材料事業者または申込者

	
	カドミウム:   　 0.01
	鉛:           0.01
	
	

	
	六価クロム:  　 0.05
	ヒ素:          0.01
	
	

	
	水銀:     　　　0.0005
	セレン:        0.01
	
	

	
	
	
	

	4-1.(4)

プラスチックの再リサイクル
	［製品に使用されるプラスチックは、使用後に回収し、再リサイクルを行う際に支障を来さない］
□はい／□いいえ
使用しているプラスチックの具体的な原料名(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)


	
	

	4-1.(5)

建築解体木材の使用
	［建築解体木材の使用］
· 使用あり／□使用なし
※ 「使用あり」の場合は、右記(2点)の証明書をご提出下さい。


	①防腐・防蟻・防虫処理が施された材を分別・排除していることの説明書
	原料供給事業者(回収)

	
	
	②土壌汚染対策法施行規則（環境省令第29号　別表五）に適合していることの製品の含有試験結果（六価クロム・ヒ素）
	第三者試験機関または

申込者など

	4-1.(6)

発泡樹脂へのフロンの使用
	［製品への発泡樹脂の使用］

□使用あり／□使用なし

※ 「使用あり」の場合は、以下記入下さい。
	
	

	
	発泡樹脂の使用がある場合
	
	

	
	特定フロン(CFC5種)の使用
その他のCFCの使用
四塩化炭素の使用

トリクロロエタンの使用
代替フロン(HCFC，HFC)の使用
	□有／□無

□有／□無

□有／□無

□有／□無

□有／□無
	
	

	4-1.(7)

塗料の化学物質

	［製品への塗料の使用］
	記入表123-5
	塗料製造事業者

	
	□使用あり／□使用なし

エコマーク認定の塗料の場合

　　　認定番号(　　　　　　　　　　　　　　　　　)

※ 「使用あり」で認定塗料でない場合は、右の証明書をご提出下さい。
	
	

	4-1.(8)

マニュアル
	［製品に関するマニュアルの記載内容］
	マニュアル見本など
記載部分
	申込者など

	
	施工に関する記載

使用に関する記載

維持・管理に関する記載

解体に関する記載

廃棄に関する記載

リサイクルに関する記載
	□有／□無

□有／□無

□有／□無

□有／□無

□有／□無

□有／□無
	
	

	
	上記、「無」の場合、記載できないこと理由の説明

(                                         )
	
	

	
	施工者および建築物の所有者が閲覧
	□可能

／□不可能
	
	

	4-1.(9)

難燃剤
	［難燃剤］

難燃剤の使用　□有／□無

上記「有」の場合：

化学物質名（　　　　　　　　　　　　　　）

PBB、PBDE、短鎖塩素化パラフィンを処方構成成分として添加していないことに
　□適合／□不適合
	
	

	4-1.(10)

環境法規の順守
	
	記入表137-6
	最終製品

製造工場長

	4-2.(11)

品質
	［該当する品質規格］

□木材・プラスチック再生複合材(JIS　A5741)
□上記を加工したもの
	該当するJIS規格などに適合していることを示す試験結果などの証明書、またはJISなどの認定工場の写し
	第三者試験機関または

申込者など


記入表137-1
※　OEM商品、他社開発商品の場合のみご提出下さい。

（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

申込承諾書

	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は製品を製造した会社（申込承諾者）

当社商品名（　　　　　　　　　　　）（エコマーク認定番号（　　　　　　　））を、

エコマーク申込企業（　　　　　　　　）が商品ブランド名（　　　　　　）として、

エコマーク商品認定・使用申込を行うことを承諾します。

以上

記入表137‐2
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

製品使用材料証明書

	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


*発行者は、申込者または製造事業者
　型式毎に提示して下さい。複数の型式について、使用材料の質量割合が同じ場合は、その旨

　提示して下さい。再生材料を使用している場合は、使用材料の記入欄に、そのことが

分かるように記載して下さい。
	製品を構成する材料名
	使用材料名

（再生プラスチック、再・未利用木材＜間伐材、廃木材など＞、他）
※素材ごとに記載して下さい
	使用材料の

製造事業者名
	製品全体での(左記)部品における質量（g）
	(左記)部品における再生材料質量（g）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計質量　(g)
	
	

	プラスチックの合計質量　(g)
	
	

	再生プラスチックの合計質量 (g)
	
	

	木質材料の合計質量　(g)
	
	

	再・未利用木材および廃植物繊維の合計質量　(g)
	
	

	

	プラスチックおよび木質材料中の

再生プラスチック、再・未利用木材および廃植物繊維の合計質量割合
	　　　　％

	木質材料中の

再・未利用木材および廃植物繊維の合計質量割合
	　　　　％

	上記再生材料およびその他材料の重量割合の管理方法
	該当する項目にチェック・記載して下さい。

□処方書・配合日報等で配合割合を管理している。

　記録文書の名称：（　　　　　　　　　　　）　例　処方書

　帳票の管理者：（　　　　　　　　　　　　）　例　成型課長

□その他の方法で管理

　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


以上

記入表137‐3
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

原料供給証明書一覧（木材）
	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊発行者は、申込者または製造事業者
製品に使用する再・未利用木材の一覧を以下に示します。
	No.
	再・未利用材料名
	原料供給者名

	例
	間伐材
	○○県○○森林組合

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


以上
記入表137‐4　（間伐材）
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

原料供給証明書

	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	　　印

（社印を捺印）

	【発行担当者】
	部署： 

	役職：
	氏名：

	E-mail：

	住所：

	TEL：
	FAX: 


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊発行者は、原料供給事業者

再・未利用木材として、以下に記載した内容の間伐材を（エコマーク商品製造者名）に供給することを証明致します。また、対象となる林分の写真を添付します。

	産    地
	例：国、県、市町村

	樹　　種
	

	数　　量
	

	植 栽 年
	

	間 伐 率
	例：20％

300本/1500本　（1haあたり）

	何回目の間伐かなどの情報
	例：１回目の間伐：1980年

間伐率は30％　500本/2000本（1haあたり）

　　2回目の間伐：2004年

	 末 口 径＊
	平均的な分布 　　　　cm～         cm


　　＊印　参考情報として記載すること。

    間伐率（％）：(1haあたりの間伐した本数／1haあたりの植栽本数)×100

　　産地：木材が収穫されたところ

　以上
記入表137‐4（建設発生木材・廃木材）
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

原料供給証明書

	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	　　印

（社印を捺印）

	【発行担当者】
	部署： 

	役職：
	氏名：

	E-mail：

	住所：

	TEL：
	FAX: 


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊発行者は、原料供給事業者

再・未利用木材として以下に記載の廃木材／建設発生木材を（エコマーク商品製造者名）に供給することを証明致します。

	
	原料詳細

	廃木材
	□使用済み木材

　再生原料内容：（　　　　　　　　　　　　　　　　）
例：梱包材　　

	
	□木材加工工場などから発生する残材

　□合板・製材工場などから発生する端材

　□製紙未利用低質チップ

　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	□剪定枝

	
	□樹皮

	
	□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	建設発生木材
	· 建築解体木材（建築物解体工事に伴って廃棄物となった木材および木質材料）

· 次の２点の証明書を添付下さい。

· 防腐･防蟻･防虫処理が施された材を分別･排除して使用していることについて

の説明文書（例：分別・排除の方法を明記した作業マニュアル、工程フロー図）

　・中間処理業免許（または登録番号等がわかる証明書）

	
	□新築・増築工事に伴って発生した木材および木質材料

	
	□修繕模様替え時に発生した木材および木質材料

	
	· その他工作物に関する工事などの建設工事に伴って廃棄物となった木材および木質材料

　発生過程や樹種などの詳しい説明（別紙による説明可）




以上

· 該当する項目にチェックをし、必要事項を記載して下さい。
＊建築解体木材の場合、本証明書の発行者（原料事業者）は原則として中間処理業者となります。

全3頁

記入表137‐4（低位利用木材1/3）
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

原料供給証明書

	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	　　印

（社印を捺印）

	【発行担当者】
	部署： 

	役職：
	氏名：

	E-mail：

	住所：

	TEL：
	FAX: 


· 発行者は、原料供給事業者

再・未利用木材として以下に記載の低位利用木材を（エコマーク商品製造者名）に供給することを証明致します。「環境保全上の適切な維持管理のために伐採する竹」を使用の場合は、竹林の周辺の写真または地図を添付します。

	低位利用木材
	低利利用木材の原料種類

	
	□林地残材

	
	□かん木

	
	□木の根

	
	□病虫獣害・災害などを受けた丸太から得られる木材

	
	□曲がり材

	
	□小径材

	
	□環境保全上の適切な維持管理のために伐採する竹

	
	· その他
具体的に記載：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


記入表137‐4（低位利用木材2/3）
【原料の詳細】（竹以外）

	森林の種類
	□天然生林　□人工林

	持続可能な管理がされている森林*1)
	第三者認証の取得（認証の写しを添付のこと）

□あり（名称　　　　　　　　　　）　□なし

	
	添付１の森林認証に関する要求事項を

□　満たしている　　　　　□　満たしていない

	産 地
	

	樹　　種
	

	数　　量
	

	 植 栽 年*2)
	

	 末 口 径*3)
	　　　　       cm


　*1) 小径材を原料とし、用語の定義に記載のａまたはｂに該当する場合のみ記載のこと。

　　　対象となる森林の環境方針（A4　1～数枚程度）を提出すること。　　

　*2) 人工林の場合のみ記載のこと 　　*3) 小径材の場合のみ記載のこと

　産地：木材が収穫されたところ

	発生過程などの詳しい説明（別紙による説明可）


	小径材の場合　施業方法の説明（皆伐、群状択伐、帯状択伐など）


以上
＊該当する項目にチェックをし、必要事項を記載して下さい。
記入表137‐4（低位利用木材3/3）
【原料の詳細】（竹）

	竹の種類
	

	産地および

周辺の状況
	（産地/例）

・国、県、市町村

（周辺の状況/例）

・森林や農地に囲まれ、竹林がそれらに侵入し適切な生育

　を圧迫している。（具体的に詳細に記述して下さい）



	環境保全上の適切な維持管理のための伐採であることの説明
	上記の問題に対し、どのような対応を行なっているか説明して下さい。



	管理計画
	伐採回数／年、竹林の所有者・管理者なども記載して下さい。



	数　　量
	


　産地：竹が収穫されたところ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
記入表137‐4（廃植物繊維）
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

原料供給証明書

	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	　　印

（社印を捺印）

	【発行担当者】
	部署： 

	役職：
	氏名：

	E-mail：

	住所：

	TEL：
	FAX: 


· 発行者は、原料供給事業者

再・未利用材料として以下に記載の廃植物繊維を（エコマーク商品製造者名）に供給することを証明致します。

	廃植物繊維
	廃植物繊維の原料詳細
	配合割合

	
	□農作物の収穫および製造工程で発生する農業残渣
	％

	
	□使用済み梱包材
	％

	
	□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	％

	
	合計
	100％


	発生過程や植物繊維の種類などの詳しい説明（別紙による説明可）


以上

＊該当する項目にチェックをし、必要事項を記載してください。
記入表137‐4（プラスチック）
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

原料供給証明書

	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	　　印

（社印を捺印）

	【発行担当者】
	部署： 

	役職：
	氏名：

	E-mail：

	住所：

	TEL：
	FAX: 


* 発行者は再生プラスチック回収事業者

以下の内容の再生材料を（エコマーク商品製造者名）に供給することを証明致します。
	□
	プレコンシューマ材料

	① 発生場所
	
	例：

包装フィルム

製造工場

	② 発生内容
	
	例：

不良品、ロス品

	③ 素材名
	
	例： ポリエチレン

	④ 再生工程の説明
	
	②で発生した材料の具体的な再生処理方法


	□
	ポストコンシューマ材料

	1 使用後廃棄された材料名・製品名

（発生場所、回収方法など）
	
	例　PETボトル

家庭で使用されたボトルを自治体で回収したもの

	②素材名
	
	例： PET


※ 申込製品の製造工程における工場で発生した材料は除く。

※ 該当する項目にチェックをし、必要事項を記載して下さい。

以上

記入表137‐4（石炭灰、貝殻、卵殻など）
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

原料供給証明書

	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	　　印

（社印を捺印）

	【発行担当者】
	部署： 

	役職：
	氏名：

	E-mail：

	住所：

	TEL：
	FAX: 


* 発行者は原料供給事業者（回収）

以下の内容の再生材料を（エコマーク商品製造者名）に供給することを証明致します。
該当する項目にチェックをし、必要事項を具体的に記載して下さい。
	□
	プレコンシューマ材料（製品を製造する工程の廃棄ルートから発生する材料又は不良品※）

	① 材料名
	
	例： 
卵殻（炭酸カルシウム）

	② 発生場所、発生内容など
	
	例：食品加工場で発生する食品廃棄物

	③ 再生工程の説明
	
	②で発生した材料の具体的な再生処理方法


※ 申込製品の製造工程における工場で発生した材料は除く。

	□
	ポストコンシューマ材料（製品として使用された後に廃棄された材料または製品）

	①　材料名
	
	

	②　発生内容、回収方法など
	
	


	□
	その他産業活動に伴い発生する再生材料（スラグ、汚泥など）

	①　材料名
	
	例： 石炭灰

	② 発生場所、発生内容など
	
	例：火力発電所で発生したフライアッシュ

	③　前処理方法
	
	前処理がある場合に記載


以上

記入表123‐5
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

塗料の化学物質に関する証明書

	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）

	印（社印を捺印）


* 発行者は塗料製造事業者
以下の内容の塗料を（エコマーク商品製造者名）に供給することを証明致します。

塗料名：

	物　質　名
	添加有無

	カドミウム
	□添加なし ／ □あり

	水銀
	□添加なし ／ □あり

	六価クロム
	□添加なし ／ □あり

	鉛
	□添加なし ／ □あり

	ヒ素
	□添加なし ／ □あり

	アンチモン
	□添加なし ／ □あり

	トリブチルスズ
	□添加なし ／ □あり

	トリフェニルスズ
	□添加なし ／ □あり


以上
＊該当する項目にチェックをし、必要事項を記載して下さい。
記入表137‐6
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中
環境法規等順守証明書

	発行日：　　　　　　
	
	年
	
	月
	
	日

	(会社名)

(工場名)

(責任者名)役職名　　　　　　氏名
	印

(社印を捺印)

	工場住所：

	TEL　　：


　　　


　　　* 責任者名は最終製品を製造する工場長（もしくは相当する工場の責任者）

* 本証明書の発行日は、エコマークへの申込日より直近3ヶ月以内有効
下記の事項に適合していることを証明します。

記

１．申込商品の製造にあたり、大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭、有害物質の排出などについて、以下の関連する環境法規および公害防止協定など（以下「環境法規等」という）を順守していることを証明します。

　　（以下の該当する□をチェック、記入の上、ご提出下さい。　別紙一覧提出可）
	工場に関連する環境法規等の名称
	備考

	□ 大気汚染防止法
	

	□ 水質汚濁防止法
	

	□ 騒音規制法
	

	□ 振動規制法
	

	□ 悪臭防止法
	

	□ その他：
	


※ “その他”には工場が該当する法律名、立地する地域の条例や協定が存在する場合にはその名称を記載すること（例：○○県○○環境保全条例、○○市公害防止協定）

２．本証明書の発行日より以前の環境法規等の順守状況は以下の通りであることを証明します。

　　　（該当する□をチェックし、ご提出下さい。また、違反とは、行政処分、または行政指導などを指します。）

　　□　過去5年間、関連する環境法規等の違反はありません。

□　創業（　　　　年）以来、関連する環境法規等の違反はありません。

　　□　過去5年間に関連する環境法規等に違反があり、すでに適正な改善をはかり再発防止策を講じ、以後は関連する環境法規等を適正に順守しています。

※行政処分、または行政指導などの違反があった場合には、以下a.b.の書類の提出が必要です。
	a.違反事実について、行政機関などからの指導文書(改善命令、注意なども含む)、およびそれらに対する回答書(原因、是正結果などを含む)の写し(一連のやりとりがわかるもの)

	b.環境法規等の順守に関する管理体制についての次の1)～5)の資料(記録文書の写し等)

1)工場が立地している地域に関係する環境法規等の一覧

2)実施体制(組織図に役割等を記したもの)

3)記録文書の保管について定めたもの

4)再発防止策(今後の予防策)

5)再発防止策に基づく実施状況(順守状況として立入検査等のチェック結果)


　　□　過去に環境法規等に違反があり、まだ改善等がはかられていません。

　　　　以上
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